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2006 年 6 月から 7 月にかけて，バンコク都を除く地方自治体すべてを
対象に，地方分権と地方自治の実態調査が郵送法形式によって行われた。
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第４章　タイの地方自治























































































































1932 年以来今日に至るまで，タイでは地方分権の波が 4 度にわたって
及んだと整理できる。第 1 の波は立憲革命後の 1930 年代で，都市部に基
礎自治体（テーサバーンと呼ばれる）が設置された。続いて第 2 の波は，
1950 年代に当時のピブーン・ソンクラーム政権（1948 ～ 1957 年）が上
からの民主化を進めたとき，テーサバーン周辺の準都市部と農村部に自治
体が設置された（衛生区と県自治体とそれぞれ呼ばれる）。さらに第 3 の
波は 1970 年代の民主化の時代（1973 ～ 1976 年）に訪れ，バンコク都
が一時自治体化された（その後都知事は任命制に戻されたが，1986 年以
降公選制に再度戻された）。そして第 4 の波が 1992 年以降今日まで続く
本格的な地方分権である。1992 年 5 月，陸軍司令官の首相就任に反対し
たデモ隊を実力で排除しようとして生じた流血事件をきっかけに，民主化
機運が高まった。同年 9 月に実施された総選挙では地方分権も大きな争
点となり，チュワン・リークパイ政権（1992 ～ 1995 年）は地方分権に
取り組んだ。当初は農村部に基礎自治体（タムボン自治体と呼ばれる）を
新設する部分的な試みにとどまったが，1997 年に制定された憲法は地方
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図1　タイ内務省による地方支配模式図（2002 年 10 月以降）
（出所）筆者作成。
（注）　 1）地方行政局は 2002 年 10 月の省庁再編により 3 分割され，新たに地方自治振興局と災害軽減防
　止局が設置された。ただし自治体に対する県知事・郡長の管理監督権は変更されていない。
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を，2001 年までに少なくとも 20％，2006 年までに少なくとも 35％ク
リアすることを目標としていた。現実には，2001 年の目標値は達成でき
たものの，2006 年には地方歳出割合が 25％にも達しなかった（表 1 を

























領域を簡単に概観しておこう（橋本［1999a, 1999b］, Chuwong［1996］, 
Kowit［2009］, Thanet［1997］）。
表1　1993 ～ 2010 年度までの自治体の歳入別内訳
（出所）1993 ～ 2006 年度：永井・船津［2009: 74-75］，2007 ～ 2010 年度： 2010 年９月 14 日，タイ
国地方分権委員会事務所で取得した資料をもとに筆者作成。



















1993 18.7 52.7 28.6 49,750.9 607,769 8.2
1994 17.6 49.2 33.2 58,583.7 707,175 8.3
1995 18.1 49.9 33.2 62,452.9 816,607 7.7
1996 27.7 41.6 32.0 82,167.9 895,775 9.2
1997 22.4 41.0 36.6 101,743.1 908,948 11.2
1998 17.5 50.7 31.9 96,056.0 733,137 13.1
1999 17.9 43.7 38.4 97,748.0 708,826 13.8
2000 20.0 45.3 34.6 100,453.0 749,948 13.4
2001 13.5 42.7 43.9 168,157.0 805,000 20.9
2002 12.0 44.1 43.9 175,850.3 803,651 21.9
2003 12.1 52.0 35.9 184,066.0 829,496 22.2
2004 10.2 52.0 37.8 241,947.6 1,063,600 22.8
2005 9.6 51.2 39.2 282,000.0 1,200,000 23.5
2006 8.9 52.6 38.5 327,113.0 1,360,000 24.1
2007 9.0 52.1 39.0 357,424.2 1,420,000 25.2
2008 9.3 51.4 39.2 376,740.0 1,495,000 25.2
2009 9.4 51.3 39.4 414,382.2 1,604,640 25.8
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大きな違いがある。表 2 は 2006 年当時の数字だが，特別自治体のバンコ

















計約 7 万 5000 カ所存在するので，タムボン自治体議員だけで約 15 万人
存在する。この数字に，タムボン自治体首長，副首長，秘書の人数を合わ
せると，17 万 5000 人近い政治職公務員が存在することになる。常勤職
員数をはるかに上回る数字である。テーサバーンについては，議員とテー




（出所）以下の資料をもとに筆者作成。各自治体数：内務省地方自治振興局内部資料（2006 年 3 月 1 日時
点）。県自治体，タムボン自治体，テーサバーンの職員数：内務省地方自治振興局内部資料（2006











県自治体 75 6,362 7,525 13,887 185.2
タムボン自治体 6,616 42,991 56,338 99,329 15.0
テーサバーン 1,162 29,795 66,959 96,754 83.3
バンコク都 1 38,038 66,239 104,277 104,277.0
パッタヤー特別市 1 361 1,403 1,764 1,764.0
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治体による歳出総額が占める割合を 2001 年までに最低 20％，2006 年ま
でに最低 35％実現するという数値目標を定めていた。チュワン政権（第
二期政権。1997 ～ 2001 年）は自治体への分与税の配分率を引き上げた




た。地方分権計画の「実施計画」は次のタックシン政権（2001 ～ 2006 年）








ち自治体に移譲された業務は，2006 年時点で 180 業務にとどまった。そ
こで第 2 次地方分権計画（2008 ～ 2010 年）は，第 1 次計画で移譲でき
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1310 人，雇員 2801 人の合計 4111 人が自治体に移り，2004 年に国家公
務員 68 人，雇員 280 人の合計 348 人が自治体に移ったが，2005 年以降
は一切実現していない。この 2 年間で計 4459 人が自治体に動いたのに過





















かわる Good Governance 賞（プラポッククラオ学院 : 国会に所属する研
究・研修機関），教育や生鮮食料品市場の衛生に関する賞（内務省地方自
治振興局），生鮮市場の衛生に関する賞，健康的な身体づくり推進に関す
表3　第 1 次地方分権実施計画に記載された移譲業務分類と移譲状況（2006 年時点）
（出所）筆者作成。
（注）　 1）省と局は，2002 年 10 月の省庁再編以前の単位である。
　　　 2）残り 1 業務は移譲する権限がなくなったので計上されていない。






インフラ関連 交通 ・ 運輸， 公共事業， 公共施設，
都市計画， 建物管理など
87 業務





ポーツ振興， 教育， 公衆衛生， スラ
ム改善 ・ 居住地整備など
103 業務
7 省 26 局 69 34
3
共同体 ・ 社会
の 秩 序 と 安 全
関連
民主主義 ・ 平等 ・ 自由権促進， 地
域開発への住民参加促進， 災害予
防軽減， 生命 ・ 財産の秩序 ・ 安全
維持など
17 業務
6 省 9 局






















の保護 ・ 管理 ・ 維持など
2 業務
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で紹介したタイ地方自治体サーベイ調査結果によると，2003 年 10 月～
2006 年 6 月にかけて Good Governance に関する賞を受けた自治体数は
サンプル数 2723 自治体のうち 852 自治体（31.3％），これに公衆衛生，
教育，麻薬対策，治安維持，環境保護などを入れた場合には，1068 自治



















第 3 は，自治体内部や外部からのモニタリング導入である。「2005 年
地方自治体開発計画策定に関する内務省規則」は自治体首長に対し，地方
開発計画追跡評価委員会設置を義務づけている（第 28 条）ほか，外部審
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例は，2004 年が 12 カ所，2005 年が 13 カ所，2006 年が 4 カ所にしか
124 125
第４章　タイの地方自治
過ぎなかったが，2007 年が 114 カ所，2008 年が 347 カ所，2009 年が
59 カ所，そして 2010 年が 319 カ所と増加傾向にある。テーサバーンは
人口規模によって議員定数が 12 人，18 人，24 人と定められているので，
自治体格上げによって議員数が少なくなることもある（タムボン自治体議












































NGO を地方自治体に登録したうえで地方開発委員会に NGO 代表が入る
ことが義務づけられるなど位置づけがきわめて高いが，タイではようやく
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タックシン政権を追い出した 2006 年 9 月の軍事クーデタ勃発から
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た（2010 年 9 月 15 日，内務省地方行政局カムナン・村長管理課における筆者の
聞きとりによる）。
















（ 6 ）本数字は，2009 年 11 月 6 日，原票のデータクリーニング，および自治体賞に
関する自由記述の変数処理をふまえたうえで，SPSS の分析から得られた結果であ












（ 7 ）2010 年 2 月 3 日，内務省地方自治振興局での筆者の聞きとり。
（ 8 ）2010 年 2 月 3 日，内務省地方自治振興局での筆者の聞きとり。









民との関係が重要であることが推察できる。詳細は Nagai and Kagoya［2011］
を参照。
（10）2010 年 9 月 18 日，同区障害者介護ボランティア・リーダーのポンティップ・
テントーン女史への筆者の聞きとり。













サバーンへ（連載第 2 回）」（『盤谷日本人商工会議所　所報』第 547 号，2007




 ［2008b］「分権化後のタイ地方自治　自治体首長直接公選（連載第 4 回）」（『盤谷
日本人商工会議所　所報』第 549 号，2008 年 2 月）74-83 ページ。
 ［2008c］「分権化後のタイ地方自治　2007 年タイ王国憲法と地方自治（連載第 5
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